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基本目標検討シート （健康・福祉部会） 

 

第６次総合計画（基本構想）における「基本目標」の見直し 

基本目標 人と人とが支え合い幸せを感じるまち 

見直し案 人と人とが支え合い誰もが幸せを感じるまち 

見直しの 

理  由 

・制度を知ってもらい、サービスを身近に感じてもらうために、

ＳＮＳ等を活用した更なる広報周知をし、必要なサービスが

24 時間いつでも必要な人に届くような発信が重要である。 

・より多方面からの支援・相談体制の確立のために、地域の力

を活かしたサポート体制と新たな地域コミュニティづくり、

活動しやすい環境づくりが必要。 

・子どもから高齢者まで、多世代間の交流・交わりの中で、地

域での繋がり、支え合い、サポート体制を確立し、強化して

いくことで、誰もとり残されずに一人ひとりが活躍し、幸せ

を感じられるまちとなる。 

そ の 他 

・地域課題の解決のためには、地域を支える担い手が必要であ

り、その実現のために、企業・大学・自主グループ等の力を

最大限に活かした協働の実践が欠かせない。 

・また、協働の実現のためには、コーディネートする人材育成

と関連機関との連携、および関係機関を繋げ連携を図れる中

間支援を担う人材が必要となる。 

 



 



番号 基本施策名 主担当部 主担当課 関係課 

１-１ 健康づくりの推進 福祉保健部 健康推進課 産業振興課、子ども家庭支援課 
 

見直し論点シート 
ver 情報 

 

ア．第６次総合計画後期基本計画の進捗状況 

基本施策全体の進捗状況 

 

平均値 施策名 進捗状況 施策名 進捗状況 

やや遅れているが、概ね

順調 ２.４ 
健康づくりの支援 ２：やや遅れているが、概ね順調 地域医療体制の整備 ３：目標達成に向けて順調 

母子保健の充実 ３：目標達成に向けて順調 保養機会の提供 ２：やや遅れているが、概ね順調 

疾病予防対策の充実 ２：やや遅れているが、概ね順調   

イ．これまでに（第６次総合計画期間に）得られた成果・残された課題                        エ．次期総合計画策定に向けた見直しの論点       オ．協働の実践に向けて 

主
な
取
組
と
成
果 

【健康づくりの支援】 

・保健計画推進の人材育成として「元気いっぱいサポーター養成講座」を平成２７年度から開催し、市と連

携して健康づくり事業を推進する元気いっぱいサポーターリーダーを養成した。 

（サポーター登録：１，３８８人 内サポーターリーダー：９５人【Ｒ元年度末時点】） 

 元気いっぱいサポーターのリーダーを育成するとともに、絵本の読み聞かせ、ノルディックウォーキング

の活動の自主グループ化などに取り組んだ。 

・平成３１年度末に「自殺総合対策計画」を策定し、自殺対策に資する事業を全庁的に推進できる体制を整

備できた。 

 

【母子保健の充実】 

・全ての妊婦に超音波検査費、子宮頸がん検査費を助成し、定期予防接種では、2 種類のワクチンと予防接種

モバイルサービスを導入し、母子の健やかな育ちの支援を充実させた。 

・妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援を行うため、平成３０年４月から母子保健係と子ども家庭支

援センター「たっち」の連携型で子育て世代包括支援センターを設置し、妊婦の全件面談を開始した。令

和元年度からは母子保健係と子ども家庭支援センター「たっち」が同一課となり推進体制を整えた。 

・令和元年１０月から産後ケア事業を開始し、産後の母のサポートを充実させた。 

・発達支援の親子グループ数を増やし支援を充実させた。 

・指標である乳幼児健診の受診率は、平成３０年度９７．９パーセント（令和３年度目標値１００パーセン

ト）、定期予防接種の接種率９６．５パーセント（目標値９８．０パーセント）と高水準で推移してい

る。新生児訪問実施率８２．３パーセントは（令和３年度目標値９５．３パーセント）で横ばいである

が、他自治体と連携し、里帰り中でも新生児訪問を受けられるよう対応した。 

 

【疾病予防対策の充実】 

・各種健（検）診事業について、各種マニュアル・指針に基づく精度管理された実施を目指しており、がん

検診については、独自実施していた喉頭・前立腺がん検診を廃止し、科学的根拠に基づく検診のみの実施

体制に改めた。 

・成人歯科健診は全体の受診率は横ばいだが、より予防効果が見込める若年層を対象に受診勧奨をしたとこ

ろ、受診者数増につながった。 

・新型コロナウイルス感染症による感染拡大を受けて、令和２年２月に府中市新型コロナウイルス感染症対

策本部を立ち上げ、咳エチケットやマスクの着用、「密閉・密集・密接」を避けるといった「新しい生活様

式」の啓発を行ったが、多摩地域での感染者数は最多となった。 

 

【地域医療体制の整備】 

・かかりつけ歯科医の定着のため、歯科医療連携推進事業を実施した。訪問看護ステーションや介護事業

所、ケアマネージャー向けの事業説明会を定期的に開催し、事業の周知に努めた。 

 

 【健康づくりの支援】 

・多様な主体と連携した健康づくりを推進する体制を

整備する。 

【母子保健の充実】 

・子育て世代包括支援センターの機能を充実させ、育

児不安を軽減し、児童虐待の未然防止をする施策を

展開する（望まない妊娠への対策、妊娠中からの早

期支援、産後の母の支援、乳幼児の発達支援）。 

・望まない妊娠への対策について、公共機関、若い

子、困っている子が集まるような、効果的な場での

周知や身近な相談場所の確保。スマホ・ＳＮＳ等を

活用するなどして更なる周知広報が必要となる。ま

た、学校と連携し、学校による偏りがない積極的な

保健計画の取組の推進 

【疾病予防対策の充実】 

・健（検）診受診率向上の取組 

・インターネットを活用した検診の申込み受付システ

ムの構築を整備する。 

・新型コロナウイルス感染症に対するＰＣＲ検査セン

ターの整備や住民接種への対応を検討する。 

【地域医療体制の整備】 

・関係機関と連携して災害時医療体制を整備する。 

 

【保養機会の提供】 

・施設管理については、継続して施設を維持するため

には多額の費用負担を伴う大規模修繕が必要である

ことから、公共施設マネジメント推進プランの方針

に従う。 

・社会情勢と市民ニーズの変化に伴い、今後の保養機

会・保養施設のあり方を検討する必要がある。 

 

【健康づくりの支援】 

・市内企業や大学、医療機関

など、多様な主体と連携し

た健康づくりの推進 

・元気いっぱいサポーターの

地域での活動を支援しなが

ら、連携・協働を推進して

いく。 

【母子保健の充実】 

・母子保健事業においてボラ

ンテｨアや市民団体と協働す

る。 

・助産師会等との連携の推進 

・プラッツ、文化センターの

活用 

 

【疾病予防対策の充実】 

・職域と連携して各種検診の

精度管理に努める。 

・ 

【地域医療体制の整備】 

・三師会を含む多様な主体と

連携して災害時医療体制を

整備する。 

 

【保養機会の提供】 

・佐久穂町との交流拠点であ

る保養施設の利活用 

 

 

 



番号 基本施策名 主担当部 主担当課 関係課 

１-１ 健康づくりの推進 福祉保健部 健康推進課 産業振興課、子ども家庭支援課 
 

見直し論点シート 
ver 情報 

 

【保養機会の提供】 

・市民保養所やちほは平成２０年４月から指定管理者制度を導入し、民間のノウハウを活用しつつ、市民サ

ービスの向上と経費削減等を図ることを目的に、適正な管理運営を行った。（平成３０年４月から３期目） 

・指定管理者に対して、安定的かつ質の高いサービスの提供や効率的・効果的な施設管理、佐久穂町の地場

食材や特産品を積極的に活用するよう指導し、宿泊者の満足度が高いサービスを提供した。 

・予約の方法については、予約専用フリーダイヤルやインターネットにより、予約申込みができる。 

 

残
さ
れ
た
課
題 

【健康づくりの支援】 

・健診受診後の保健指導申込率１６．６５パーセント（特定：１９パーセント、増進：１４．３パーセン

ト）【Ｈ３０年度実績】であり、引き続き平成 33 年度目標値３８パーセントを目指して推進する必要があ

る。（より高い目標値とその実現を目指す必要がある。） 

 

【母子保健の充実】 

・妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援をする体制が整えられたことから、 妊婦面談率 （令和元年

９８．８パーセント）を維持するともに、新生児訪問の実施率は令和元年 ８８．０パーセント （目標値

９９パーセント）ため、さらに実施率を上げる取り組みを推進する必要がある。また、産後の母を支援す

るサービスをさらに充実すること。 

・望まない妊娠に対する取り組みを充実すること。（学校での保健計画の取組が学校ごとに異なっている。） 

・ＨＰＶワクチンの補助拡充および周知方法の見直しを検討する必要がある。 

 

【疾病予防対策の充実】 

・がん検診受診率は、国・都の計画において、一次検診受診率 50％、精密検査受診率９０パーセントの目標

値が設定されているが、一次検診受診率の達成が困難な状況である。 

 

【地域医療体制の整備】 

・地域防災計画と連動した地域医療体制の整備を推進する必要がある。 

 

【保養機会の提供】 

・スキー客や団体利用の減少など市民ニーズの変化によって利用者数が減少しており、利用者１人当たりの

コストが増加している。 

・建築後３０年を過ぎ、大規模改修が必要な時期となっている。施設改修や今後の維持費用に対する財源確

保が課題となり、第２次府中市公共施設マネジメント推進プランで定める、宿泊機能・サービスの今後の

在り方に係る方針に基づく取組みを実施する必要がある。 

 

 

 

ウ．今後、予想される新たなニーズ・課題  

・インターネットを活用した検診の申込み受付システムの構築が望まれていることから、今後検討が必要。 

・がん等の病気に罹った際の、専門家に繋がるサポート体制 

・出生数は減少するが、妊娠期から支援を必要とする保護者の増加及び発達支援が必要な乳幼児の増加は続くと考

えられるため、母子保健施策と子育て施策の一体的な提供を行うこと。また、関係機関等との連携をさらに推進

 



番号 基本施策名 主担当部 主担当課 関係課 

１-１ 健康づくりの推進 福祉保健部 健康推進課 産業振興課、子ども家庭支援課 
 

見直し論点シート 
ver 情報 

 

すること。 

・市民にとって安価で質の高い保養の場（機会）を提供する市の役割は充分に果たしたものと考える。 

・市民の心身のリフレッシュや健康増進を図る目的として開始した施策であるが、社会情勢や市民ニーズの変化、

保養施設利用者の減少、保養施設に係る費用対効果を総合的に勘案して施策のあり方を検討する。 

 

 

 

カ．第６次総合計画（基本構想）における「めざすまちの姿」の見直し 

「めざすまちの姿」 

・市民一人ひとりが心身の健康づくりへの意識を高く持ち、健康に関する正しい知識を身に付け、バランスの取れた食生活や年齢に合わせた運動を行うなど、健康づく

りに取り組み、病気になってもいきいきと自分らしく元気に暮らしています。 

・地域の保健・医療体制が整い、必要なときに必要な医療を受けることができています。 

見直しの理由 
・病気になっても、社会生活を営むために必要な心身の健康が大切である。 

 



 



番号 基本施策名 主担当部 主担当課 関係課 

１-２ 子育て支援 子ども家庭部 子育て応援課 保育支援課、子ども家庭支援課 
 

見直し論点シート 
ver 情報 

 

ア．第６次総合計画後期基本計画の進捗状況 

基本施策全体の進捗状況 

 

平均値 施策名 進捗状況 施策名 進捗状況 

目標達成に向けて順調 ３.０ 
地域における子育て支援 ３：目標達成に向けて順調 ひとり親家庭への支援 ３：目標達成に向けて順調 

子育て家庭の育児不安の解消 ３：目標達成に向けて順調 教育・保育サービスの充実 ３：目標達成に向けて順調 

子育て家庭の経済的負担の軽減 ３：目標達成に向けて順調   

イ．これまでに（第６次総合計画期間に）得られた成果・残された課題                        エ．次期総合計画策定に向けた見直しの論点       オ．協働の実践に向けて 

主
な
取
組
と
成
果 

【地域における子育て支援】 

・在宅で子育てをしている保護者が地域で気軽に交流できる拠点として、６か所の基幹保育所のうち、東保

育所・北山保育所・住吉保育所・三本木保育所の４か所に地域子育て支援センター「はぐ」を整備し、子

育て中の家庭に対して保育士による相談、親同士の情報交換、親子の交流等ができる場を提供することが

できた。 

・令和元年度に市内９か所の子ども食堂のうち６か所への補助事業を開始し、地域団体との協働を図り、気

軽に親子が交流できる機会を拡充した。 

 

 

【子育て家庭の育児不安の解消】 

・平成３０年度に子ども家庭支援センター「たっち」と保健センター母子保健係の連携による子育て世代包

括支援センター事業を開始し、妊娠期から子育て期まで切れ目のない支援の充実を図った。また、令和元

年度からは組織改正により両部署を合わせて１つの課（子ども家庭支援課）とし、一体的な運用とした。 

・平成２９年度に子育てサイト「ふわっと」をリニューアルし、併せてアプリ版の配信も開始した。 

 

 

【子育て家庭の経済的負担の軽減】 

・中学校３年生までの児童を対象に児童手当の支給及び医療費の助成を行い、経済的負担の軽減を図った。 

 

 

【ひとり親家庭への支援】 

・就労などの理由により、日常生活の世話等必要なサービスを行うホームヘルパーの派遣を希望するひとり

親家庭へサービスを提供し、自立した生活につなげられるよう支援を行った。 

・資格取得の支援や就業支援の事業を展開する中で利用者数が増加し、ひとり親家庭の自立につながった。 

 

 

【教育・保育サービスの充実】 

・女性の就業率増加により高まる保育需要に対応するため、認可保育所の開設や定員増を進めた結果、待機

児童数は平成２９年度の３８３人をピークに、平成３０年度は２４８人、平成３１年度は１４６人と減少

傾向にある。 

・保護者の多様な勤務形態に応じ、延長保育、一時預かりなどの保育事業について保護者のニーズに応える

ことができた。 

・良質な育成環境の維持・向上を図るため、認可保育所・認証保育所等に対し、公立保育所長経験者等が助

言・相談などの巡回支援を行った。 

 

 

 【地域における子育て支援】 

・近所付き合いの親密度が下がる中、身近な地域での

居場所や相談場所が不足している。 

・行政と地域の人材や団体との具体的な連携が必要で

ある。また、行政、地域が果たすべき役割を整理す

る必要がある。 

 

【子育て家庭の育児不安の解消】 

・子育て世代包括支援センターを核とした相談支援の

連携を更に強化していく必要がある。 

・地域子育て支援センター「はぐ」の相談機能を更に

充実していく必要がある。 

・育児不安の解消等が図れる親同士の交流機会の促進 

・福祉型児童発達支援センターとの連携。 

【子育て家庭の経済的負担の軽減】 

・制度が漏れなく周知されるよう行政からの発信方法

を改善する必要がある。 

 

【ひとり親家庭への支援】 

・ひとり親家庭専用の窓口を設置し、仕事やお金の相

談ができる体制を作る。その中で、手続時に相談を

行い、各種支援制度の利用者の増加を図る。 

・ひとり親家庭への支援制度をまとめて周知できる冊

子を作成する。 

【教育・保育サービスの充実】 

・計画的かつ継続的な施設整備により、待機児童数は

減少傾向にある。第２次子ども・子育て支援計画上

では、令和２年度の施設整備（令和３年４月開設）

をもって待機児童は解消する見込みであることか

ら、今後は、保育コンシェルジュによる相談や認証

保育所に対する運営面の支援などのソフト面の手法

により、待機児童ゼロの維持を目指した取組を継続

的に進めていく。 

・就学前児童人口の推移や保育ニーズを見極めなが

ら、既存施設の有効活用について検討する。 

・教育・保育の質を維持・向上するためには、保育士

【地域における子育て支援】 

・子ども食堂など、地域団

体・大学等との協働（講座

やイベント等） 

・子ども食堂のマップ等を地

域団体、保育園、学校等と

連携し周知、配布する。 

 

【子育て家庭の育児不安の解消】 

・ママ友・パパ友作りを支援

する 

・少人数で参加できるイベン

トの企画 

・ＰＴＡと自治会などと連携

した見守りパトロール隊を

活用 

 

【子育て家庭の経済的負担の軽減】 

・（【地域における子育て支

援】の内容に同じ） 

 

【ひとり親家庭への支援】 

・セミナーの企画段階で市民

からの意見を取り入れた

い。 

【教育・保育サービスの充実】 

・優良例を募集したり宣伝す

る機会の充実 

 

 

 



番号 基本施策名 主担当部 主担当課 関係課 

１-２ 子育て支援 子ども家庭部 子育て応援課 保育支援課、子ども家庭支援課 
 

見直し論点シート 
ver 情報 

 

残
さ
れ
た
課
題 

【地域における子育て支援】 

・子育てひろば事業については、地域子育て支援センターの整備状況により設置箇所数が目標とする１６か

所を下回っている。 

・発達段階を確認でき支援を必要とする子への支援へ導く垣根を低くする必要がある。 

・発達障害等に対する理解が進む取組みが必要 

【子育て家庭の育児不安の解消】 

・虐待や養育困難に関する相談件数が増加傾向にあり、引き続き相談支援体制の拡充と職員の専門性を高め

る取組が必要である。 

・両親学級の開催回数が減ってきたことにより、親同士の交流機会が減ってしまっている。 

・障害を持つ親への子育て支援を研究する必要がある。 

【子育て家庭の経済的負担の軽減】 

・制度を必要とする人たちが利用に至らないことがある。（情報の周知不足・申請主義の壁） 

 

【ひとり親家庭への支援】 

・ひとり親家庭の貧困に対応できるような相談体制の充実、各種支援制度の周知が不足している。 

・ひとり親家庭等ホームヘルプサービス事業については、利用者登録及び利用実績が少ない。 

 

【教育・保育サービスの充実】 

・平成３０年１１月に実施した市民意向調査において、認可保育所を希望する割合が増加しているが、就学

前児童人口の減少傾向も踏まえた、施設整備を計画的に進める必要がある。 

・保育施設の増加により保育分野における人材不足が続いており、保育士の人材確保が課題となっている。 

 

 等の人材確保と、処遇改善ならびに人材育成が必要

である。 

 

 

ウ．今後、予想される新たなニーズ・課題  

・近所付き合いの親密度が下がる中、身近な地域での居場所や相談場所、地域のつながりが広がるよう、子育ての

ネットワークづくりを進めていくことが課題となる。 

・0～2歳児の保育園を増やす 

・保育士、幼稚園教諭、小学校の担任のサポート体制の強化 

 

 

 

  

カ．第６次総合計画（基本構想）における「めざすまちの姿」の見直し 

「めざすまちの姿」 

・全ての家庭が安心して出産し、子育てできる環境が整っています。 

・家族、地域ぐるみで子どもを育てています。 

・人や自然とのふれあいを通じて、子どもが健やかに成長しています。 

・子どもの人権が守られ尊重され、子どもひとりひとりが主役となれるまち 

見直しの理由 
・児童憲章の理念を再確認し、子どもひとりひとり全員が尊重され、成長できるまちが望ましい。子育て支援の目的を見失わないようにする必要がある。 

 



番号 基本施策名 主担当部 主担当課 関係課 

１-３ 高齢者サービスの充実 福祉保健部 高齢者支援課 産業振興課、介護保険課 
 

見直し論点シート 
ver 情報 

 

ア．第６次総合計画後期基本計画の進捗状況 

基本施策全体の進捗状況 

 

平均値 施策名 進捗状況 施策名 進捗状況 

目標達成に向けて順調 ３.０ 
高齢者の生きがいづくりの支援 ３：目標達成に向けて順調 介護保険制度の円滑な運営 ３：目標達成に向けて順調 

高齢者の就労支援 ３：目標達成に向けて順調   

高齢者の生活支援 ３：目標達成に向けて順調   

イ．これまでに（第６次総合計画期間に）得られた成果・残された課題                        エ．次期総合計画策定に向けた見直しの論点       オ．協働の実践に向けて 

主
な
取
組
と
成
果 

【高齢者の生きがいづくりの支援】 

・令和元年度よりシニアクラブの行う会員間の見守りである友愛活動に対して、補助金を交付し、支援を開

始した。 

・シルバー人材センターの広報活動等の支援により、主催事業の周知や会員数減少を食い止める一助となっ

た。 

【高齢者の就労支援】 

・求職者の高年齢化が進む状況において、親切丁寧な就労相談を行い、豊富な知識と経験を活かした多様な

職種への就労に結びつけることができた。 

・自所求人開拓に積極的に取組み、求職者数、就職者数は都内トップレベルの実績をあげることができた。 

 （令和元年度実績では、１２区市で品川区に次いで２番目） 

【高齢者の生活支援】 

・介護予防・日常生活支援総合事業について、短期集中予防サービス事業の実施により高齢者の機能改善を

図るとともに、地域デイサービス事業の利用要件の緩和等により地域活動の幅を広げることができた。 

・わがまち支え合い協議会（準備会を含む）において地域ごとの課題について地域の方で話し合い、サロン

の開設やちょっとした困りごとへの支援の仕組みなどを構築している。 

・平成２６年度から、公設の特別養護老人ホーム・高齢者在宅サービスセンターに対し、介護報酬等を直接

指定管理者の収入とする利用料金制度を導入した。 

・高齢者が住み慣れた地域で自分のニーズに合った民間賃貸住宅に入居できるよう支援するため、平成３０

年度から高齢者住替支援事業を実施した。（H30 相談 41 件） 

・平成３０年度に認知症高齢者グループホームの事業者を公募し、令和２年度に開設予定。 

・令和元年度に特別養護老人ホームの事業者を公募し、令和３年度に開設予定。 

・公募により認知症高齢者グループホームを平成２６、２８、２９年度に各１か所整備した。 

・公募により特別養護老人ホームを令和元年度に１か所整備した。 

 

【介護保険制度の円滑な運営】 

・高齢者が可能な限り、住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことを可能として

いくために、保険者機能の強化等による自立支援・重度化防止に向けた取組などを推進した。こうしたこ

とにより、地域包括ケアシステムの深化・推進と介護保険制度の持続可能性の向上が図られ、サービスを

必要とする方に必要なサービスが概ね提供されていると捉えている。また、平成３０年度の制度改正の内

容に適切に対応しながら、市民や関係者への周知・啓発に努め、制度への理解・協力を図った。なお、低

所得者の介護保険料の軽減や対象者の拡充及び、介護サービスの利用者負担の軽減などに努めた。 

 

 

 

 

 

 【高齢者の生きがいづくりの支援】 

・高齢者の多様なニーズにあった事業内容の検討 

・シニアクラブへの支援の継続による会員数の増加 

・サークル活動場所が確保しにくい（費用負担・事前

予約）ので、主体的な活動への理解が必要 

・文化センターを利用した子ども食堂を実施し、子ど

もから高齢者までが集える場を創出する（多世代間

交流の促進）。 

・多世代間交流のためには、若者が介護施設を訪れる

などの画一的なものではなく、元気でパワフルに活

躍している高齢者との交流が必要。（高齢者＝社会的

弱者という意識の植え付けをしない） 

【高齢者の就労支援】 

・引き続き、「いきいきワーク府中」に支援していく 

・専門的知識を活かせる職業の充実化による雇用の増

加 

・賃金が民間と比較して低いのでシルバー人材センタ

ー登録者が減少しているのでは？ 

【高齢者の生活支援】 

・公助（行政による支援）や共助（介護保険制度な

ど）だけではなく、自助や互助の取組の重点化 

・災害時の安全確保等を考慮した、よつや苑移転改築

先の選定。 

・「府中市高齢者保険福祉計画・介護保険事業計画（第

８期）策定のための調査報告書」に基づく施設整

備。 

・地域における独居高齢者への支援が必要。高齢者と

若者が共同生活するシェアハウスに対して公的補助

を出してはどうか。 

・独居高齢者でも借りやすいまた、貸しやすい賃貸物

件が必要なので市で手助けできないか。 

・高齢者が困った時に、気軽に声を掛け合える地域ぐ

るみの取組と、困った時にすぐに相談できる場所が

必要。 

【介護保険制度の円滑な運営】 

・介護認定や介護給付の適正化などの取組をさらに充

【高齢者の生きがいづくりの支援】 

・高齢者が地域で生きがい活

動をする場として、支え合

い活動の担い手としての老

人クラブの活動を支援す

る。 

 

【高齢者の就労支援】 

・ハローワーク府中、東京し

ごとセンター、むさし府中

商工会議所等との連携を図

っていく 

【高齢者の生活支援】 

・わがまち支え合い協議会へ

の継続的な活動支援 

・指定管理者との共通認識に

基づく連携強化。 

・施設整備について「府中市

高齢者保険福祉計画・介護

保険事業計画推進等協議

会」で協議検討。 

【介護保険制度の円滑な運営】 

・介護サービス事業所間や行

政との連携を推進するため

の体制づくり 

 

 

 



番号 基本施策名 主担当部 主担当課 関係課 

１-３ 高齢者サービスの充実 福祉保健部 高齢者支援課 産業振興課、介護保険課 
 

見直し論点シート 
ver 情報 

 

残
さ
れ
た
課
題 

【高齢者の生きがいづくりの支援】 

・定年後の就労意欲の高い高齢者の増加等によりシニアクラブの加入率は減少傾向にある。また、会員の高

齢化により活動の担い手の世代交代が進まず、休会するクラブが出てきている。 

【高齢者の就労支援】 

・高年齢者の希望職種と求人との乖離や少子高齢化による労働力不足の影響によって、求人事業者から獲得

した求人票が未紹介となることが多くなっている。 

・継続雇用制度の拡大等によって求職者の高年齢化はさらに進んでおり、おおむね 65 歳以上の就労意欲のあ

る高年齢者への就業をより一層支援していく必要がある。 

【高齢者の生活支援】 

・２０２５年に向けて生活支援のニーズが更に高まることが確実視される中、「フレイル予防」の普及啓発に

よる健康寿命の延伸を図るとともに、介護保険サービスが適切に利用されるようケアマネジメントの質の

向上や、地域における支え合いの仕組みを定着させ、利用促進していく必要がある。 

・公共施設マネジメント推進プランに基づくよつや苑の譲渡については、その方法や移転改築先の選定等が

課題となっている。 

【介護保険制度の円滑な運営】 

・２０２５年には、いわゆる団塊の世代全てが７５歳以上となるなど、高齢化が急速に進展するとともに生

産年齢人口が減少するなど人口構造の変化が見込まれることから、介護保険制度を持続可能な制度とする

ために、介護認定や介護給付などの適正化及び、サービスの質の向上に向けた取組をさらに推進する必要

がある。また、介護人材不足が社会的な問題となっていることから、その解消に向けた取組も求められて

いる。 

 

 実 

・介護人材不足の解消に向けた、事業所における文書

作成に係る負担の軽減や ICT の活用による業務の効

率化などへの取組み。 

・包括介護サービスを充実させるためには、介護人材

の確保が必要 

 

 

 

ウ．今後、予想される新たなニーズ・課題  

・継続雇用後のおおむね６５歳以上の求職者が増えており、就労意欲のある高年齢者への就業をより一層支援して

いく必要がある。 

・高齢者向け施設の整備にあたっては、入所待機者数だけでなく、近隣市の整備状況及び稼働率、介護支援専門員

への調査を踏まえ、ニーズに合った施設を整備する必要がある。 

・２０２５・２０４０年を見据えたサービス基盤、人的基盤の整備 

（２０４０年は日本の人口が減少し、生産年齢人口１．５人で高齢者１人を支えるようになる。また高齢者人口の

３割が８５歳以上になり、高齢化、困窮化、孤立化が進む。） 

・地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び業務効率化の取組の強化 

 

 

 

 

 

カ．第６次総合計画（基本構想）における「めざすまちの姿」の見直し 

「めざすまちの姿」 

・高齢者が心身ともに健康いきいきと地域で活躍できています。暮らしています。 

・支援を必要とする高齢者が、家族や地域の支え合い、生活支援を受け、住み慣れた地域で安心して毎日を暮らしています。 

・市民みんなが高齢者を尊敬し大切にする意識を持ち、高齢者の尊厳が守られています。（「高齢者を尊敬し」の表現を中心に見直しを検討→削除） 

見直しの理由 
・病気や障害など様々な理由で心身ともに健康でない場合もあるが、どのような状況であってもいきいきと一人ひとりが活躍できる社会が望ましいため。 

 

 

 



番号 基本施策名 主担当部 主担当課 関係課 

１-４ 障害者サービスの充実 福祉保健部 障害者福祉課  
 

見直し論点シート 
ver 情報 

 

ア．第６次総合計画後期基本計画の進捗状況 

基本施策全体の進捗状況 

 

平均値 施策名 進捗状況 施策名 進捗状況 

目標達成に向けて順調 ２.８ 
障害者への相談支援機能の充実 ３：目標達成に向けて順調 障害者の地域生活支援 ２：やや遅れているが、概ね順調 

障害者の社会参加支援 ４：目標以上に進んでいる   

障害者の就労支援 ２：やや遅れているが、概ね順調   

イ．これまでに（第６次総合計画期間に）得られた成果・残された課題                        エ．次期総合計画策定に向けた見直しの論点       オ．協働の実践に向けて 

主
な
取
組
と
成
果 

【障害者への相談支援機能の充実】 

・指定特定相談支援事業所数を目標数まで近づけることができた。（Ｈ２８年１７か所→Ｈ３０年２０か所） 

・増加している障害のある人への相談支援件数に対応することができた。（Ｈ２８年１１，００３件→Ｈ３０

年１３，５００件） 

・Ｈ２９年からＨ３０年に障害者等地域自立支援協議会を通して、基幹相談支援センター機能の必要性につ

いて検討した。 

【障害者の社会参加支援】 

・障害者地域交流促進事業では開催会場や開催日数の変更に伴い、内容を精査した。参加人数は概ね増加傾

向にある。（Ｈ２８年３，６４８人→Ｈ３０年４，５７４人） 

【障害者の就労支援】 

・障害者の一般就労を支援するため、市内企業向けに講演会を開催し、就労支援サービスの情報提供に努め

た。 

・就労支援センターの職員数の見直しによる障害者就労支援事業の体制強化に努めた。 

【障害者の地域生活支援】 

・市内のグループホームの定員数は増加傾向であり、目標数まで近づけることができた。（Ｈ２８年１７０人

→Ｈ３０年１８８人） 

・福祉型児童発達支援センターの基本計画を策定した。 

・差別解消地域協議会の設置予定。 

・医療的ケアのある方及び家族の休息を図るため、重症心身障害児（者）及び医療的ケア児在宅レスパイト 

事業を実施した。 

 【障害者への相談支援機能の充実】 

・特定相談支援機関連絡会を活用した相談員のスキル 

 アップ 

・相談ネットワークの強化 

・基幹相談支援センター機能を含めた相談支援体制の 

 強化 

・特定相談支援機関連絡会および特定相談支援を活用

した成年後見制度の周知・活用 

・地域での障害者差別に関する相談窓口 

・発達障害等の相談を希望しても相談の順番待ちの状

態が多く、市民のニーズに対応しきれていない。相

談員や相談する場所が少ない。 

 

【障害者の社会参加支援】 

・持続的な支援に向けた制度の見直し 

・何らかの障害を持つ子どもたちも、皆が共に学ぶこ 

とのできるインクルーシブ教育体制を確立するため

に支援員の人材養成と適切な配置や支援機器の積極

的導入が必要。 

 

【障害者の就労支援】 

・市内企業に向けた雇用促進に関する啓発 

・行政での積極的な障害者雇用推進 

・スクリーンリーダーでの文字読み上げによる受験を

認めていない。視覚障害学生においては、一般就労

のために ICT の活用を積極的に行っている現状があ

る。 

・様々な障害（多様性）を持つ職員がいることで、誰

にでも分かりやすく、多様な市民サービスへの対応

ができる。 

 

【障害者の地域生活支援】 

・市民への障害啓発や障害理解への取組み 

・福祉型児童発達支援センターの整備、開所 

・地域生活支援拠点等の整備 

・医療的ケア児支援のための関係機関の連携 

【障害者への相談支援機能の充実】 

・相談支援機関連絡会、地域

生活支援センター、医療的

ケア児支援のための関係機

関連絡会、精神保健福祉協

議会、精神障害にも対応し

た地域包括ケアシステム構

築のための会議体等の関係

機関との連携 

・地域生活支援センター３事

業所にピアカウンセリング

事業を委託。身体・知的障

害者相談員による相談活動

の周知。 

・地域生活支援センターに相

談事業を委託 

・専門機関に繋がる前の待機

期間中に、市民の自主グル

ープの力を借りて協働で相

談支援に取り組む。 

・協働をするためには、市に

双方を繋げる窓口が必要。 

 

【障害者の社会参加支援】 

・事業者に委託 

・障害者地域交流促進事業へ

の一般市民の参加促進 

 

【障害者の就労支援】 

・事業者に委託 

・企業に対する障害者雇用の

推進・支援 

・福祉作業所への業務発注促

進 

 

 

 

 

残
さ
れ
た
課
題 

【障害者への相談支援機能の充実】 

・相談件数の増加や相談内容の多様化・複雑化に対応できる相談支援体制の強化。 

・相談支援ネットワークの強化。 

・相談支援事業所に対するスキルアップ研修の充実。 

・成年後見制度の利用促進。 

・継続した指定特定相談支援事業所の整備。 

【障害者の社会参加支援】 

・文化芸術活動への参加、スポーツ機会の確保。 

・周囲の手助けや理解促進のためのボランティア養成。 

・制度としての同行援護だけではなく、地域住民や市民ボランティアの社会的資源を活用する。 

【障害者の就労支援】 

・就労定着に関する支援の強化。 

・市内企業に向けた障害者雇用促進に関する取組み。 

【障害者の地域生活支援】 

・市民へのノーマライゼーションに関する意識啓発。 

・障害児や発達が気になる児童に対する療育体制や相談機能の不足。 

 

 



番号 基本施策名 主担当部 主担当課 関係課 

１-４ 障害者サービスの充実 福祉保健部 障害者福祉課  
 

見直し論点シート 
ver 情報 

 

・保育、教育、保健、医療、福祉の連携強化。 

・地域生活支援拠点等の整備。 

・福祉避難所での支援体制の構築 

・継続したグループホームの整備。特に重度知的障害者・身体障害者のニーズに対する不足を補う必要があ

る。 

 

・災害時における福祉的支援体制づくり 

・感染症に関する情報提供 

・障害者差別解消条例を制定し、障害者の人権を守

る。障害者に関する施策や制度は民間への委託が多

いが、行政の積極的関与は必要ではないのか？ 

 

【障害者の地域生活支援】 

・民間事業者事業者に委託 

・災害時を想定した各種協定の締結 

ウ．今後、予想される新たなニーズ・課題  

・相談機関に対する情報提供の充実及び相談支援の中核的機能を確立することが必要である。 

・生涯にわたって切れ目のない支援体制を拡充することが必要である。 

・住み慣れた地域の中で、自分らしい生活を送ることができるようなひとにやさしいまち。 

・児童発達支援に対するニーズの増加より、療育体制や相談機能の充実、家族や地域の支援が求められている。 

・重度心身障害者や医療的ケア児を対象とした短期入所や日中活動の場が求められている。 

・首都直下型地震や台風等の災害時の福祉避難所での支援体制や障害者の避難準備に有効なツールが必要である。 

・地域防災連絡協議会に障害当事者の意見を反映させる。 

・要支援者名簿の実効性のある活用 

・障害当事者の防災訓練への積極的参加を促す。 

・障害者の社会参加に向けた合理的配慮の推進。 

・感染症に関する情報提供 

 

 

 

 

 

カ．第６次総合計画（基本構想）における「めざすまちの姿」の見直し 

「めざすまちの姿」 

・障害のある人が安心・快適な自分らしい生活を送っています。 

・障害に対する理解を深め、共に声を掛け合えるまちになっています。 

・誰もが障害を感じさせない当たり前の生活をおくり、社会参加ができるまちになっています。 

見直しの理由 
・現状は障害者差別が無くなっていないが、差別という後ろ向きな言葉はふさわしくないと感じたため。 

・障害者と健常者の間に"共に”垣根がなくなる状態を目指す。 

 



番号 基本施策名 主担当部 主担当課 関係課 

１-５ 社会保障制度の充実 市民部 保険年金課  
 

見直し論点シート 
ver 情報 

 

ア．第６次総合計画後期基本計画の進捗状況 

基本施策全体の進捗状況 

 

平均値 施策名 進捗状況 施策名 進捗状況 

目標達成に向けて順調 ３.０ 
高齢者医療制度の普及と推進 ３：目標達成に向けて順調   

国民健康保険の運営 ３：目標達成に向けて順調   

国民年金の普及 ３：目標達成に向けて順調   

イ．これまでに（第６次総合計画期間に）得られた成果・残された課題                        エ．次期総合計画策定に向けた見直しの論点       オ．協働の実践に向けて 

主
な
取
組
と
成
果 

【高齢者医療制度の普及と推進】 

・きめ細やかな電話催告を行うことで、納め忘れの方に納付を促している。特に新規加入者については、納

付方法や制度説明の機会にもなっている。その結果、収納率が上がり、平成 30 年度の現年度分収納率は

99.6％に到達した。 

・滞納者については、短期証交付により納付や納付相談の機会としている。 

 

【国民健康保険の運営】 

・現年課税分不履行時早期着手することにより、徴収強化・滞納繰越分の圧縮につながった。（平成２６年

度現年度収納率９２．５パーセント⇒平成３０年度現年度収納率９４．２パーセント） 

・令和２年度からペイジー収納窓口口座振替受付サービスを稼働させるなど納付環境の整備を行った。 

・生活習慣病の早期発見・予防のため、特定健康診査等を実施するとともに実施率向上のため受診勧奨を行

った。（平成２７年度受診率５３．４パーセント⇒令和元年度受診率５３．０パーセント） 

・国保保健事業実施計画に基づき、糖尿病性腎症重症化予防事業等を実施し、医療費の抑制を図った。 

 

【国民年金の普及】 

・国民年金（制度の趣旨）の普及に向けて、市民の身近な窓口として、親切・丁寧な相談窓口業務を遂行

し、また、ホームページ・広報を活用し、２０歳以上の市民皆加入の実現並びに納付義務、学生納付特例

及び納付猶予の諸制度について、周知と利用案内などに努めた。 

・本市における国民年金保険料の納付率は、平成２９年度：６３．５パーセント、平成３０年度：６５．０

パーセントと目標値に向けて順調に増加している。 

 

 【高齢者医療制度の普及と推進】 

・ジェネリック医薬品の普及啓発方法の改善 

・口座振替の普及啓発方法の改善 

・認知症等、高齢化により自己管理能力が低下してい

る被保険者のサポート体制の検討 

・新たな納付手段の研究 

・健康診査の結果をフレイル予防に活用できるか検討 

 

【国民健康保険の運営】 

・新たな納付手段の研究 

・保健事業の普及啓発方法の改善 

・財政の健全化に向けた取組み 

・ジェネリック医薬品の普及啓発方法の改善 

 

【国民年金の普及】 

・パンフレット、広報紙及びホームページを活用した

年金制度等の周知方法 

・適切な減免・免除手続等の案内を進めることによる

未納者の減少方法 

・年金制度を気軽に相談できる相談員や相談窓口を充

実させる。 

 

【高齢者医療制度の普及と推

進】 

・ジェネリック医薬品について患者

へ十分な情報提供を行うよう、医

者への指導 

・個人情報を扱うため、民間団

体や市民団体と連携できるか

どうかも含めてサポート体制

等を検討 

 

【国民健康保険の運営】 

 

【国民年金の普及】 

・年金事務所と連携・協力

し、市民に寄り添った身近な

窓口として業務を遂行してい

く。 

・ＰＴＡの方々 の中で、専門知識が

ある方に協力してもらい、分かり

やすい授業などをサポートしても

らう。 

 

 

残
さ
れ
た
課
題 

【高齢者医療制度の普及と推進】 

・普通徴収の納め忘れを防止するため、口座振替を更に増やしていく必要がある。（平成３０年度の口座振替

率１４．６８パーセント） 

・認知症等、高齢化により自己管理能力が低下している被保険者のサポート体制の構築が重要である。 

・収納率のさらなる向上のため、引き続ききめ細やかな納付指導を行っていくとともに、利便性向上のため

新たな納付手段について研究を行う。 

 

【国民健康保険の運営】 

・収納率のさらなる向上のため、引き続ききめ細やかな納付指導を行っていくとともに、利便性の向上のた

め新たな納付手段について研究を行う。 

・特定健診において、国保保健事業実施計画で掲げている受診率を達成するため、周知・勧奨方法について

研究する。 

・平成 30 年度から都道府県単位となった国民健康保険は、財政の健全化のため、法定外繰入金の削減が求め

られている。国保財政健全化計画で定めた年度別削減額を達成できるよう、削減のための取組を継続する

必要がある。 

 

 



番号 基本施策名 主担当部 主担当課 関係課 

１-５ 社会保障制度の充実 市民部 保険年金課  
 

見直し論点シート 
ver 情報 

 

【国民年金の普及】 

・市民にとって分かりやすいよう引き続き普及に努めることと、手続きの簡素化等を進めること。 

 

ウ．今後、予想される新たなニーズ・課題  

・２年に一度保険料の改定（次は令和 2・3年度）があるが、保険料率の増加が見込まれる。保険料が上がるたび

に、被保険者の負担が増えていき、市の収納業務にも影響を及ぼすことになる。今後収納率をいかに維持するか

が課題である。 

・東京都全体として、医療費をどこまで抑えていけるかが課題となる。1人当たりの医療費については、ジェネリ

ック医薬品の推奨や、医療費通知による重複受診の予防を更に進めていく。超高齢社会における被保険者の増加

は、全体の医療費の増加に直接繋がるものであり、健康寿命を伸ばすための取組が課題となる。 

・健康寿命を延ばすには、「食事」「運動」「会話」が重要なため、誰もが気軽に集えるサロンのような場所の充実

が必要ではないか。 

・認知症等、高齢化により自己管理能力が低下している単身者について、保険証の管理や様々な手続きをサポート

する人材が必要とされる。（成年後見制度が活用できる支援。手続きが文化センターで行えるような体制づく

り） 

・景気の動向により、国民年金への未加入や保険料不払いの被保険者が増える可能性があるが、年金制度の正しい

知識と理解が深まるよう、普及啓発に努める必要がある。 

・年金の仕組みが複雑で分かりにくい印象を払拭するため、学校教育の段階で年金の仕組みを学ぶ機会があると望

ましい。（年金を納める具体的な意義などを若い人に理解してもらうことが必要。学校での教育の中で、専門家か

らの授業を活用し、分かりやすく身近に感じられる機会が必要。） 

 

 

 

 

カ．第６次総合計画（基本構想）における「めざすまちの姿」の見直し 

「めざすまちの姿」 
・健全で安定した国民健康保険制度や後期高齢者医療制度により適切に医療を受けることができています。 

・若者から高齢者までの市民が年金制度について正しく理解し、受給権を確保することにより、老後の安定した生活基盤を築いています。 

見直しの理由 
・新社会人として就労する前に大学や高校等で年金に関する教育を受ける機会を設ける。 

 



番号 基本施策名 主担当部 主担当課 関係課 

１-６ 生活の安定の確保 福祉保健部 生活援護課 産業振興課、住宅課 
 

見直し論点シート 
ver 情報 

 

ア．第６次総合計画後期基本計画の進捗状況 

基本施策全体の進捗状況 

 

平均値 施策名 進捗状況 施策名 進捗状況 

目標達成に向けて順調 ２.７ 
低所得者の自立支援 ３：目標達成に向けて順調   

勤労者の福利厚生支援 ２：やや遅れているが、概ね順調   

公的な住宅の管理運営 ３：目標達成に向けて順調   

イ．これまでに（第６次総合計画期間に）得られた成果・残された課題                        エ．次期総合計画策定に向けた見直しの論点       オ．協働の実践に向けて 

主
な
取
組
と
成
果 

【低所得者の自立支援】 

・求人数の多いハローワークとの協働事業である「就労支援コーナーふちゅう」の生活援護課内への開設や

事業委託の開始等により就労支援事業を充実させ、経済的自立による生活保護廃止世帯の増加に努めた。

（Ｈ２３年５９人⇒Ｈ２７年５５人⇒Ｈ３０年６２人） 

・被保護者の社会的居場所の確保等のため、自立に向けた支援施策を拡充し、各種施策事業への参加者が増

加した。（Ｈ２３年１５０人⇒Ｈ２７年６３２人⇒Ｈ３０年８３７人） 

・生活困窮者自立支援制度に定められたすべての事業を実施し、「断らない相談窓口」として、さまざまな困

りごとにきめ細かな支援を行った。 

・庁内連携の強化のため、窓口業務を持つ部署で構成する「困窮者支援連絡会」の開催や、相談窓口に案内

をしやすくするための「紹介カード」の導入などを行った。 

・生活状況などの課題のために、すぐに就労に至らない方への支援として、就労準備支援事業を実施し、各

種セミナーやボランティア体験、フリースペースなどによる基礎能力の向上を図った。 

・就労準備支援事業の訪問支援を強化し、年齢を問わないひきこもり相談の対応窓口として、支援を行っ

た。 

・市内一部コンビニやインターネットカフェ、宿泊施設などに「暮らしとしごとの相談コーナー」のＰＲカ

ードを設置していただき、知名度の向上に努めた。また、民生委員の研修会での制度説明や、子ども食堂

での家計セミナー等を実施し、市民協働による制度ＰＲを行った。 

【勤労者の福利厚生支援】 

・中小企業勤労者に対する福利厚生事業を行っている勤労者福祉振興公社は、第２次経営改善実施計画によ

って、より自立性のある財政構造を確立し、地域の発展に貢献すべく各種事業に取り組んだ。 

【公的な住宅の管理運営】 

・市営住宅の維持・保全が計画的に実施され、適切に管理したことにより、居住環境の向上を図ることがで

きた。 

・市民住宅を借上げ期間満了まで適正に管理することができた。 

 【低所得者の自立支援】 

・生活保護受給者の就労定着率の向上 

・扶助費に占める割合の多い医療扶助費の適正化 

・暮らしとしごとの相談コーナーの認知度向上及び生

活困窮者が相談支援窓口につながる仕組みづくり 

・本人の希望や特性に合った、多様な働き方を実現で

きる仕組みづくり 

・社会的孤立を防ぐための地域コミュニティの確立・強

化 

・各相談分野の横断的な連携体制 

・地域の中の潜在的な孤立者、困窮者の発見に必要な支

援システム 

 

【勤労者の福利厚生支援】 

・勤労者福祉振興公社による中小企業勤労者福利厚生

の充実、加入者の増加を図る。 

・魅力ある中小企業となるため、勤労者ニーズをより

重視したワークライフバランスの実現や健康増進の

取組やサービス内容の拡充を図る。 

 

【公的な住宅の管理運営】 

・新たな住宅セーフティネット制度による住宅確保要

配慮者向け住宅の確保を図る。 

 

【低所得者の自立支援】 

・既に実施している低所得者

支援や社会的弱者支援に取

り組むＮＰＯや民間団体、

福祉関係団体との連携に加

え、多様な働き方を実現す

るため事業者との連携を図

る。 

 ・新たな地域づくりコミュニ

ティづくり 

・地域の力を活かし、見守りの

体制を確立し、みんなで地域

を支える 

・市内在住・在学の大学生等

による子ども食堂などでの

学習支援（活動内容の情報

提供） 

 

【勤労者の福利厚生支援】 

・福利厚生事業を利用し、健

康で安定した生活の維持を

図る。 

 

【公的な住宅の管理運営】 

・地域の防災訓練に参加し、その地

域の住民と相互に防災意識を高め

ていくなどことをはじめとして、

防災以外のさまざまな課題につい

ても地域住民との共助を図る。 

 

 

 

 

残
さ
れ
た
課
題 

【低所得者の自立支援】 

・就労支援事業等により就労開始となった方の就労定着率を高める。 

・医療扶助適正化のための各種取組については、より積極的かつ効果的に実施する余地がある。 

・ＰＲに努めてはいるものの、「暮らしとしごとの相談コーナー」の認知度は十分ではない。（平成３０年

度市民意識調査における認知度 約３０パーセント） 

・生活困窮に至るまでには、各々複雑な事情により困窮状態に至っているため、より多方面からの相談体制

の確立が必要となる。 

・孤立を防いだり、貧困の連鎖を防いだりすることが必要。生活保護受給手前で、支援できる道すじが必要と

なる。 

・ひとり親家庭や高齢者はコミュニティが少なく、身近な生活に困っているが声が上げ難く、孤立してしまう

傾向にある。 

 

 

 



番号 基本施策名 主担当部 主担当課 関係課 

１-６ 生活の安定の確保 福祉保健部 生活援護課 産業振興課、住宅課 
 

見直し論点シート 
ver 情報 

 

【勤労者の福利厚生支援】 

・中小企業を取り巻く環境が依然として厳しく、後継者不足による廃業や経費削減のための退会が多い状況

にあるため、会員ニーズに応じた魅力ある事業を実施し、公益財団法人勤労者福祉振興公社が実施する

「ワークぴあ府中」の加入者の増加を図る取り組みが必要である。 

（個々の中小企業では資金的・経営的に福利厚生事業の充実は困難な状況が多く見受けられることから、市

内中小企業の事業主と従業員の方々が会員となり相互に支えあうことで運営する「ワークぴあ府中」があ

ります。市では公益財団法人勤労者福祉振興公社が実施する「ワークぴあ府中」への運営を支援していま

す。） 

【公的な住宅の管理運営】 

・市営住宅の入居世帯のうち、所得基準内の割合の増加を目指し、住宅に困窮する低所得者の市民に安定し

て住宅を供給する。 

 

ウ．今後、予想される新たなニーズ・課題  

【低所得者の自立支援】 

・生活保護受給世帯に占める高齢世帯の増加に伴い、扶助費の固定化及び医療・介護扶助費の増加は避けられな

い。 

・増え続ける医療扶助費の適正化に資するため、頻回受診・重複処方等の要指導対象者の把握及び適正受診指導に

積極的に取り組む必要がある。 

・新たに事業実施が必須となった健康管理支援事業について、生活習慣病の重症化予防などの観点から保健指導等

に取り組むことで、日常生活自立による健康や生活の質の向上に加え、医療扶助費の適正化にもつなげていく。 

・単身世帯や高齢者の増加、生活形態の多様化がますます進展していくことから、多様な働き方を求める声が強ま

っていくと考えられる。 

・８０５０問題に代表されるような、社会的孤立の状況にある方へ、支援を届ける仕組みが必要である。 

・一つの問題だけでは解決できない多岐にわたる課題も多くある。 

・いつでも(24 時間)、どこでも相談できる、ＳＮＳ等を活用した相談窓口の工夫やサポート体制が必要。 

・サポート体制に加え、活動しやすい（出来る）場の提供・確保が必要（文化センター、学校、空き家などの開

放） 

 

【勤労者の福利厚生支援】 

・ワークぴあ（中小企業勤労者福利厚生事業）会員のワークライフバランスの実現や健康志向は年々高まってお

り、健康増進を支援する事業（定期健康診断やインフルエンザ予防接種補助など）の充実が必要である。 

・健康経営に取り組む中小企業事業主を支援する視点からも福利厚生事業の充実が必要である。 

 

【公的な住宅の管理運営】 

・市営住宅の老朽化が進むことから、予防保全の観点から、住宅の維持・保全を計画的に行い、耐用年数まで適切

に管理を行う必要がある 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



番号 基本施策名 主担当部 主担当課 関係課 

１-６ 生活の安定の確保 福祉保健部 生活援護課 産業振興課、住宅課 
 

見直し論点シート 
ver 情報 

 

カ．第６次総合計画（基本構想）における「めざすまちの姿」の見直し 

「めざすまちの姿」 

・誰もが最低限度の生活を保障されており、健康で文化的な生活を送っています。 

・生活困窮や住宅困窮に陥ったとしても、市民が自立していくための支援や住宅を確保するための支援が確立されています。自立のための支援や住宅環境が確保されて

います。 

見直しの理由 
・生活困窮に陥った方は、活用できる社会資源につながる力も弱くなっているため、単に支援があるだけでは不十分であり、生活困窮者がそこにつながるための仕組み

が用意されていることが重要である。 

 

※下線は市担当課が見直し 



 



番号 基本施策名 主担当部 主担当課 関係課 

１-７ 地域福祉活動の支援 福祉保健部 地域福祉推進課  
 

見直し論点シート 
ver 情報 

 

ア．第６次総合計画後期基本計画の進捗状況 

基本施策全体の進捗状況 

 

平均値 施策名 進捗状況 施策名 進捗状況 

目標達成に向けて順調 ３.０ 
支え合いのまちづくりの促進 ３：目標達成に向けて順調   

福祉のまちづくりの推進 ３：目標達成に向けて順調   

    

イ．これまでに（第６次総合計画期間に）得られた成果・残された課題                        エ．次期総合計画策定に向けた見直しの論点       オ．協働の実践に向けて 

主
な
取
組
と
成
果 

【支え合いのまちづくりの促進】 

・地域と行政、専門機関とのネットワークの構築と地域の生活課題を解決するコーディネート機能の強化を

図り、ともに支え合うことで地域福祉を推進するため、府中市社会福祉協議会へ委託し、令和元年度には

すべての福祉エリアに地域福祉コーディネーターを配置した。地域福祉コーディネーターは、文化センタ

ーで毎週実施する困りごと相談会等で市民からの相談を受け、各分野の相談窓口につなぐ個別支援や、相

談から明らかになった個人の生活課題を地域の課題として解決していくため、住民が参加しながら福祉課

題を解決していく地域づくりを進める地域支援を行い、支え合いのまちづくりの促進を図った。 

・権利擁護センターふちゅうの運営により、高齢者や障害者等の判断能力が不十分な方でも住み慣れた地域

で安心した生活を継続できるよう、福祉サービスの利用に関する相談受付と苦情対応、成年後見制度に関

する利用者支援と普及啓発を実施した。 

・社会福祉協議会の法人運営と地域福祉事業の実施を支援することで、地域住民相互の支え合い活動を促進

した。 

 

【福祉のまちづくりの推進】 

・新規建築物に対しては、着工前の事前協議によりバリアフリー整備基準を遵守するよう指導した。一方、

既存施設に対しては、福祉のまちづくり環境整備費助成事業により、施設のバリアフリー改修工事に助成

を行い、バリアフリー化を促進することができた。 

・福祉サービス第三者評価受審結果をインターネットで公開し、また、各サービス事業主管課へ提供するこ

とで、事業所を探している市民等に対して、情報提供を図った。補助金の交付により事業者の受審意欲の

向上を図っており、受審件数も増加（Ｈ２３年１７施設⇒Ｈ３０年２５施設）していることから、一定の

効果があらわれている。 

・社会福祉法人においては、社会福祉法改正に伴い、運営に大きな変化があったが、所轄する法人の指導監

督を通して、運営の更なる適正化に取り組んだ。 

・福祉サービス事業所等については、一定のサイクルで行う実地指導と、一堂に会して行う集団指導によ

り、サービスの質の確保を図った。 

 

 【支え合いのまちづくりの促進】 

・利用者支援及び後見人支援機能の強化 

・権利擁護支援のための関係機関による地域連携ネッ

トワークの強化 

・地域における支え合いの仕組みを発展させるための

関係機関等の連携体制の強化について 

・地域課題を共有できる場やネットワークの検討をす

る。 

・ワンストップで総合的・包括的に支援を行う総合相

談窓口の整備 

・地域福祉コーディネーターの活動状況と地域におけ

るニーズを検証し、地域の実状に合わせた配置の検

討 

・担い手の高齢化・次世代の担い手不足などに対応し

た民生委員候補者を含めた福祉の担い手の確保・育

成 

・民生委員を支え地域を支える担い手の確保 

 

【福祉のまちづくりの推進】 

・福祉のまちづくり環境整備費助成事業については助

成対象及び要件の見直し 

・福祉サービス第三者評価受審費用助成金の交付対象

となる福祉サービス提供事業所への福祉サービス第

三者評価に関する制度の周知の強化 

・社会福祉法人制度改革に関する国の動向への注視 

・福祉サービス利用者が安心してサービス及び事業者

を選択することができるよう、福祉サービス事業者

の質の確保を図るさらなる取組み（効率化の推進に

よる実地指導の積極的な実施など） 

【支え合いのまちづくりの促進】 

・市民後見人の養成及び支援

の継続実施 

・民生委員や自治会と更なる

連携を図り、地域毎の実状

及びニーズを把握 

・地域福祉コーディネーター

と「わがまち支えあい協議

会（地区社協）」等の関係機

関の連携による地域の福祉

的課題の解決 

・見守りサポートなど、民間

企業との連携を図る。 

 

【福祉のまちづくりの推進】 

・ 

 

 

 

残
さ
れ
た
課
題 

【支え合いのまちづくりの促進】 

・成年後見利用促進基本計画に則した中核機関の体制整備と地域連携ネットワークの推進による支援機能の

強化が必要である。 

・地域福祉コーディネーター事業については、府中市社会福祉協議会との取組に対する調整が必要である。 

・現在６つの福祉エリアに一人ずつ配置している地域福祉コーディネーターについて、次期福祉計画の策定

と合わせて福祉エリアを見直すことに伴い、地域福祉コーディネーターの配置についても見直しが必要と

なる。 

・民生委員の欠員地区が依然あるため、欠員地区の補充を行う。民生委員候補者の継続的な確保について、 

 研究が必要である。 

・救い上げられない情報が身近なところにあり。より小さなコミュニティの支援活動拠点(保育園・学校等)

 

 



番号 基本施策名 主担当部 主担当課 関係課 

１-７ 地域福祉活動の支援 福祉保健部 地域福祉推進課  
 

見直し論点シート 
ver 情報 

 

が必要となる。、 

・手厚く支援が受けられる年代とそうでない年代があり、ライフステージによって支援が途切れてしまうの

で、途切れのない支援が必要となる。 

 

【福祉のまちづくりの推進】 

・福祉環境整備費助成事業については、共同住宅以外の施設からの申請が少ないことから、見直しが必要で

ある。 

・福祉サービス第三者評価受審の促進のため、制度のさらなる周知が必要である。 

ウ．今後、予想される新たなニーズ・課題  

・認知症高齢者の増加に伴う、関係機関との連携強化及び支援体制の充実が必要である。 

・文化センターを中心とした相談支援体制の強化を図る必要がある。 

・子育てや介護、生活困窮など福祉ニーズが複雑化、多様化するなか、社会福祉法人が連携・協働して地域住民の

抱える様々な地域生活課題へ対応できるよう、国において環境整備が進められている。 

・福祉サービス事業所等が増加するとともに、サービス種類も増加する中で、「適正なサービスが提供されている

かを確認する」という指導監督の重要度は増している。そのため、長期間にわたり実地指導を受けない事業所が

多く存在しないよう、実地指導の効率化を図ることで、実施率を上げ、サービスの質をさらに確保することが求

められる。 

・民生委員の負担軽減を図り、各関係機関で協力し活動しやすい環境を整える必要がある。 

 

 

 

 

 

カ．第６次総合計画（基本構想）における「めざすまちの姿」の見直し 

「めざすまちの姿」 
・「もの」や「こころ」など、あらゆる面において、誰もが障害や障壁を感じることなく、快適に暮らしています。 

・市民一人ひとりお互いを尊重し、支え合うまちになっての福祉意識が高く、多くの人がボランティア活動や地域福祉活動に取り組んでいます。 

見直しの理由 
・して欲しい、してあげると言った立場でなく、地域においてお互いを尊重し助け合いや支え合いの意識や姿勢がより重視することが必要である。 

 

 


